別記様式７号

省エネ住宅ポイント制度用耐震改修証明依頼書

年　　月　　日

　一般財団法人熊本県建築住宅センター
　　　理事長　　　　　　　　　　　様
依頼者の住所又は
主たる事務所の所在地
依頼者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　印

代理者の住所又は
主たる事務所の所在地
[bookmark: _GoBack]代理者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　印

下記の住宅において、現行の耐震基準への適合確認を依頼します。
この依頼書及び提出図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

記

【住宅の種別】□一戸建ての住宅　
□共同住宅等　（総戸数※１　 　戸　/　階数※２ 　   ）
【所在地（共同住宅の名称）】
【発注者】
【工事期間】　工事着手日　平成　　年　　月　　日
　　　　　　工事完了日　平成　　年　　月　　日
【工事の要件】□省エネ改修工事（窓／外壁・屋根・天井又は床の断熱改修）に併せて工事を行う
　　　　　　　□昭和56年5月31日以前に着工された住宅において工事を行う
　　　　　　　□従前は現行の耐震基準に適合しない住宅において工事を行う

	※受付欄
	※料金欄

	年　　月　　日
	

	第　　　　　　　　号
	

	依頼受理者印
	


※１住宅以外の用途で専用使用されている部分（店舗、事務所等）を除きます。
※２地下部分も含めた階数を記入ください。

＜登録住宅性能評価機関からのお願い＞
耐震改修ポイント対象住宅について、耐震リフォーム政策の立案に資するために、個人や個別の住宅が特定されない統計情報として、国土交通省や省エネ住宅ポイント事務局に提供することがございますので、あらかじめご了承のほどお願い申し上げます。


